
平成 14年 10月期    個別中間財務諸表の概要 平成 14年 6月 20日

上   場   会   社   名  アヲハタ株式会社 上場取引所 東

コード番号      2830 本社所在都道府県

  ( URL   http://www.aohata.co.jp ) 広島県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役管理本部長兼経理部長

　　　　　　  氏　　        名　　　若井　雄次 TEL (0846) 26 - 0111
中間決算取締役会開催日　　平成 14年 6月 20日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 14年 7月 10日 単元株制度の有無　　　 有（１単元　　1,000株）

１. 14年 4月中間期の業績（平成 13年 11月 1日 ～ 平成 14年 4月 30日）
(1)経営成績

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 4月中間期 9,250 6.0 342 △ 9.8 392 △ 6.7
13年 4月中間期 8,727 4.8 380 8.8 421 13.0
13年 10月期 17,686 574 618

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

14年 4月中間期 193 △ 4.7 28.07
13年 4月中間期 203 22.1 29.44
13年 10月期 292 42.33
(注)①期中平均株式数    14年 4月中間期 6,899,235株   13年 4月中間期　6,900,000株   13年 10月期　6,899,470株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

14年 4月中間期 6.00 －
13年 4月中間期 6.00 －
13年 10月期 － 12.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 4月中間期 8,697 4,386 50.4 635.82
13年 4月中間期 9,042 4,215 46.6 610.92
13年 10月期 8,130 4,260 52.4 617.53
(注)①期末発行済株式数    14年 4月中間期　6,898,458株   13年 4月中間期　6,900,000株   13年 10月期　6,899,618株

     ②期末自己株式数　     14年 4月中間期        1,542株   13年 4月中間期          　－株   13年 10月期　        382株

２. 14年 10月期の業績予想（ 平成 13年 11月 1日  ～  平成 14年 10月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 18,500 630 300 6.00 12.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               43円   48銭

※業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後
   様々な要因によって予想数値と大きく異なる結果となる可能性があります。上記業績予想に関する事項につきまし
   ては、決算短信（連結）添付資料の７ページをご参照ください。
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(1) 比較貸借対照表

（単位：千円）

前中間会計期間末

（平成13年４月30日現在）

当中間会計期間末

（平成14年４月30日現在）

前期の要約貸借対照表

（平成13年10月31日現在）

期　別

科　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 資 産        

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

208,258

106,087

3,504,250

739,845

50,645

366,337

△   19,760

211,316

45,633

3,585,632

423,420

48,653

369,028

△   20,842

167,311

23,986

3,260,824

370,709

62,720

221,444

△　 18,442

流 動 資 産 合 計 4,955,664 54.8 4,662,842 53.6 4,088,555 50.3

Ⅱ 固 定 資 産        

(1)有 形 固 定 資 産        

建 物

機 械 及 び 装 置

土 地

そ の 他

1,251,676

308,241

1,131,543

235,553

1,229,861

292,238

1,150,586

203,813

1,214,272

299,981

1,131,543

216,786

有形固定資産合計

(2)無 形 固 定 資 産        

2,927,014 2,876,499 2,862,583

無形固定資産合計 42,059 32,739 36,099

(3)投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

620,128

273,415

227,566

△    3,150

575,740

279,400

287,410

△   17,300

594,085

297,573

255,150

△    3,300

投資その他の資産合計 1,117,960 1,125,251 1,143,509

固 定 資 産 合 計 4,087,034 45.2 4,034,490 46.4 4,042,192 49.7

資 産 合 計 9,042,698 100.0 8,697,332 100.0 8,130,748 100.0
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（単位：千円）

前中間会計期間末

（平成13年４月30日現在）

当中間会計期間末

（平成14年４月30日現在）

前期の要約貸借対照表

（平成13年10月31日現在）

期　別

科　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 負 債 の 部 ） ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 負 債        

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

そ の 他

2,483,450

1,000,000

268,589

182,797

135,627

31,041

2,223,702

990,000

193,264

87,762

98,754

26,007

2,193,491

380,000

171,961

152,110

160,900

51,900

流 動 負 債 合 計 4,101,505 45.4 3,619,490 41.6 3,110,365 38.3

Ⅱ 固 定 負 債        

退 職 給 付 引 当 金

役員退任慰労引当金

502,826

223,037

493,306

198,335

496,005

263,656

固 定 負 債 合 計 725,864 8.0 691,642 8.0 759,661 9.3

負 債 合 計 4,827,370 53.4 4,311,133 49.6 3,870,026 47.6

（ 資 本 の 部 ）

Ⅰ 資 本 金        644,400 7.1 644,400 7.4 644,400 7.9

Ⅱ 資 本 準 備 金        669,400 7.4 669,400 7.7 669,400 8.2

Ⅲ 利 益 準 備 金        123,750 1.4 127,890 1.5 127,890 1.6

Ⅳ その他の剰余金        

任 意 積 立 金

中間(当期)未処分利益

2,428,234

284,014

2,616,005

276,174

2,428,234

327,413

そ の 他 剰 余 金 合 計 2,712,249 30.0 2,892,180 33.2 2,755,647 33.9

Ⅴ その他有価証券評価差額金 65,529 0.7 53,505 0.6 63,690 0.8

Ⅵ 自 己 株 式 － － △  1,175 △ 0.0 △    306 △ 0.0

資 本 合 計 4,215,328 46.6 4,386,199 50.4 4,260,721 52.4

負 債 資 本 合 計 9,042,698 100.0 8,697,332 100.0 8,130,748 100.0
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(2) 比較損益計算書

（単位：千円）

前中間会計期間
自　平成12年11月１日
至　平成13年４月30日

当中間会計期間
自　平成13年11月１日
至　平成14年４月30日

前期の要約損益計算書
自　平成12年11月１日
至　平成13年10月31日

期　別

科　目
金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 売 上 高        

Ⅱ 売 上 原 価        

8,727,259

7,360,678

100.0

84.3

9,250,304

8,084,806

100.0

87.4

17,686,644

15,159,859

100.0

85.7

売 上 総 利 益

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

1,366,581

986,452

15.7

11.3

1,165,497

822,789

12.6

8.9

2,526,784

1,951,834

14.3

11.0

営 業 利 益

Ⅳ 営 業 外 収 益        

Ⅴ 営 業 外 費 用        

380,129

103,807

62,774

4.4

1.2

0.7

342,708

119,298

69,196

3.7

1.3

0.8

574,949

181,987

138,772

3.3

1.0

0.8

経 常 利 益 421,162 4.9 392,811 4.2 618,163 3.5

Ⅵ 特 別 利 益        

Ⅶ 特 別 損 失        

10,926

103,951

0.1

1.2

－

66,258

－

0.7

20,142

157,951

0.1

0.9

税引前中間(当期)純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

328,137

178,569

△   53,534

3.8

2.1

△ 0.6

326,553

93,398

   39,524

3.5

1.0

 0.4

480,354

276,764

△　 88,450

2.7

1.5

△ 0.5

中間(当期)純利益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

中間配当に伴う利益準備金積立額

203,101

80,912

－

－

2.3 193,630

82,544

－

－

2.1 292,039

80,912

41,399

4,140

1.7

中間(当期)未処分利益 284,014 276,174 327,413
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．資産の評価基準および評価方法

(1) 有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

製品、原材料および仕掛品は、移動平均法による原価法によっており、貯蔵品は、最終仕入原価法によってお

ります。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

建物（建物附属設備を除く）のうち、平成10年４月１日以後に取得したものについては、定額法によっており

ます。

上記以外の有形固定資産については、定率法によっております。

耐用年数および残存価額については、法人税法の定めと同一の基準によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　３年～47年

機械及び装置　　２年～17年

(2) 無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年間）に基づく定額法によってお

ります。

(3) 長期前払費用

定額法によっております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については過年度の貸倒実績率を基礎とした貸倒見込率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に支給する賞与の支払に備えるため、支給対象期間基準を基礎に将来の支給見込額を加味して計上して

おります。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

各事業年度の数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により、それぞれの発生年度の翌事業年度から費用処理することとしております。

(4) 役員退任慰労引当金

将来の役員退任慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。

なお、過年度に対応する過去勤務費用相当額は、５年間で毎期その均等額を特別損失に計上することとしてお

ります。
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４．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によっております。

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

（追加情報）

自己株式の表示について、当中間会計期間から改正後の中間財務諸表等規則により自己株式について、前中間会

計期間の資産の部から資本の部へ変更しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

１．有形固定資産の減価償却累計額 2,456,482千円 2,666,308千円 2,571,155千円

２．担保資産

　担保に供している資産 建 物     

土 地     

365,689千円

22,567千円

363,204千円

22,567千円

352,148千円

22,567千円

計

　担保資産に対応する債務   関係会社

借 入 金

388,257千円

56,060千円

385,772千円

34,090千円

374,716千円

44,230千円

３．保証債務 78,960千円 55,920千円 67,440千円

４．中間期末日満期手形 中間期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもっ

て決済処理しております。なお、中間期末日が金融機関の休日で

あったため、次の中間期末日満期手形が中間期末残高に含まれて

おります。

受取 手 形   26,765千円   － －

５．自己株式 株 式 数     156株 1,542株 382株

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

１．営業外収益の主な内容

受取利息

受取配当金

賃貸料収入

1,950千円
26,831千円

68,174千円

2,558千円
28,169千円

84,881千円

3,689千円
28,009千円

140,759千円

２．営業外費用の主な内容

支払利息

賃貸物件諸費用

3,343千円
51,687千円

1,814千円
62,443千円

6,138千円
108,654千円

３．特別利益の主な内容

関係会社株式売却益

退職給付会計基準変更時差異

－千円
10,926千円

－千円
－千円

9,215千円
10,926千円

４．特別損失の主な内容

固定資産除却損

投資有価証券評価損

ゴルフ会員権評価損

役員退任慰労金

役員退任慰労引当金繰入額

貸倒引当金繰入額

11,426千円

39,536千円

14,196千円

6,141千円

28,483千円

2,700千円

－千円

873千円

1,904千円

30,201千円

19,278千円

14,000千円

11,426千円

55,190千円

24,058千円

6,141千円

56,967千円

2,700千円

５．減価償却実施額

有形固定資産

無形固定資産

111,650千円

6,286千円

105,754千円

5,355千円

233,150千円

12,245千円
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（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

千円 千円 千円

取得価額相当額

機 械 及 び 装 置        1,777,828 2,065,912 1,878,439

そ     の     他 77,774 80,461 73,248

合　　　　計 1,855,603 2,146,374 1,951,687

減価償却累計額相当額

機 械 及 び 装 置        807,568 989,912 928,389

そ     の     他 47,985 42,116 48,454

合　　　　計 855,554 1,032,028 976,843

中間期末残高相当額

機 械 及 び 装 置        970,259 1,076,000 950,050

そ     の     他 29,788 38,345 24,793

合　　　　計 1,000,048 1,114,345 974,843

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

千円 千円 千円

１ 年 内      360,914 392,841 365,111

１ 年 超      665,467 743,477 634,434

合　　　　計 1,026,381 1,136,318 999,545

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

千円 千円 千円

支 払 リ ー ス 料        191,011 223,662 400,840

減価償却費相当額 175,518 207,625 369,213

支払利息相当額        14,677 13,327 28,880

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法

によっております。

（有価証券関係）

当中間会計期間ならびに前中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても、子会社株式および関連会社株式

で時価のあるものはありません。


